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序 なぜ、今「10 年」なのか？ 

建設産業を取り巻く環境はこの 10 年間で大きく変化した。平成３年から５年にかけての

バブル崩壊により日本は、それまでの安定成長期から「失われた 20 年」と呼ばれる低成長期

に入った。建設投資額は右肩下がりに減少し、建設産業の経営は悪化の一途をたどった。以

後、採用の手控えによる技術者の減少と少子高齢化が進み、現在では将来的な人手不足、技

術継承の途絶が危惧される事態になっている。「地域を支える調査・設計業」検討会議は、こ

の状況の中、委託関係団体と長野県建設部他発注部局が参加する官民共同の検討の場として

平成 20 年度にスタートした。このころ、建設産業の経営状況は最も厳しい状況であった。 
 
その後、東日本大震災以降、災害の激甚化に対峙するため、国土強靭化対策の検討が開始

され、社会資本整備と維持管理の重要性が見直されたことにより、建設投資額の減少は底を

打ち、回復傾向から現在は微増傾向となっている。さらに、将来にわたる公共工事の品質確

保とその中長期的な担い手の確保を実現することや、ダンピング防止（低入札対策）等を基

本理念に追加した「品確法」（公共工事の品質確保の促進に関する法律）及び同様の主旨で改

正された「入契法」（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）、建設業法を合

わせたいわゆる「担い手３法」において、公共事業発注者の責務として、「適正な利潤が確保」

できるようにすることが明記され、国を挙げて取り組まれたことにより、建設産業の経営状

況は予断を許さない状況ではあるが、若干の回復を示しているところである。 
 
平成 30 年度、西日本豪雨や北海道胆振東部地震等、日本列島は激甚な災害に見舞われた。

国では、近年頻発する地震や豪雨などの激甚な災害で明らかとなった課題に対応するため、

平成 30 年 11 月に取りまとめられた「重要インフラの緊急点検」の結果を踏まえ、特に緊急

に実施すべき対策について、ソフト・ハードの両面から、平成 30 年度からの３年間で集中的

に実施するとされた。長野県でも国の予算を活用し、緊急対策に取り組むとともに、建設産

業の持続的経営に資する生産性の向上や働き方改革の促進を図るため、ICT の活用や週休２

日工事の実施を官民連携により拡充・強化することとしている。 
 
地域に根ざし貢献する県内の建設関連企業が、地域で活躍できるためのあり方や環境整備

について検討する「地域を支える調査・設計業」検討会議では、平成 29 年度までの 10 年間、

入札制度や危機管理、人材確保や生産性の向上など多様なテーマを議論・検討し、多くの改

善を実現してきた。今後も、長野県の建設産業が県民の安全・安心を守る役割を、将来にわ

たって持続的に担っていただくため、将来的な人手不足を可能な限り回避するための就労促

進、離職防止や人材の育成ならびに、生産性の向上を図る取組が不可欠である。これらは、

関係者が別々に対処するのではなく、連携を強化して取り組むことが必要で、「地域を支える

調査・設計業」検討会議の役割は益々重要なものとなっている。 
 
このような中、検討会議開始から 10 年が経過した節目に本会議を振り返り、その成果を検

証することは、将来に向けての建設産業の方向性と課題を検討する上で重要なことである。

この『「地域を支える調査・設計業」検討会議の 10 年（2008 年～2017 年）』では、これまで

議論されてきた項目や成果を整理し、今後の 10 年間に向けての課題と検討事項の提案を行う。 



 

 

目 次 
 

 
■ 「地域を支える調査・設計業」検討会議の 10 年........................................................ 1 

 

 
■ 「地域を支える調査・設計業」検討会議のこれから  ................................................. 3 

 

 
参考資料 ........................................................................................................................... ４ 

検討会議議題一覧（年度別主な議題） .......................................................................... ５ 

検討会議出席者一覧 ...................................................................................................... ７ 

「測量・設計業等の経営の安定と労働環境の整備を一体的に進める取組について」 

第 24 回全体会議提示資料 ............... 11 

長野県就業促進・働き方改革推進方針（建設分野）と 19 の取組 

（平成 30 年度長野県就業促進働き方改革戦略会議 建設分野会議の成果） ....................... 12 

 



-1- 

 



-2- 

 



-3- 

■「地域を支える調査・設計業」検討会議のこれから 

 

 第 24 回（平成 27年 12 月 17 日開催）検討会議において、県は、「測量・設計業等の経営の安

定と労働環境の整備を一体的に進める取組について」として、以下の３つの取組を一体的に進

めるという考え方を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの取組については、検討・実行・検証のＰＤＣＡサイクルが回されている。今後も、

同サイクルを意識し、取組の検証と改善、また新たな課題への対応を「できることから」「迅速・

着実に」進めていくことが必要である。 

 これまでの検討会議の 10 年の経過と現状を踏まえ、今後検討していくべき課題を次に取りま

とめる。 

 

労働環境の改善 

・納期の平準化 

・女性技術者のための 

環境改善 

・業務でのワンデー 

レスポンスの推進 

・若手技術者表彰の実施 

・設計担当技術者のＰＲ 

今後検討が必要な事項 

 
１ 労働環境の改善 

   ・納期のより一層の平準化 
   ・ウィークリースタンスの推進 
   ・BIM/CIM の活用の推進 
 

２ 経営の安定に向けた取組 

   ・発注事務に係る受発注者負担の低減（入札制度の簡素化を含む） 
   ・低入札価格調査基準の適切な設定 
   ・地域を支える調査・設計業の受注機会に配慮した総合評価落札方式の検討 
   ・担い手の確保・育成につながる入札制度の検討 
   ・現場条件を踏まえた適切な条件明示と設計図書の作成 
   ・条件の変化に応じた適切な契約変更 
 
３ 産官学連携の取組 

   ・長野県就労促進・働き方改革戦略会議建設分野会議の成果「19 の取組」 
 
４ 県の入札制度改革に伴う委託業務の失格基準価格引き上げに関するフォローアップ 

 

経営安定への取組 

・失格基準価格の改定 

・その他の入札制度改定 

産官学連携の取組 

・高校生を対象とした 

就労促進事業 

・業界、教育機関、 

県担当部局の連携 
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■「地域を支える調査・設計業」検討会議の年度別主な議題 

 

開催年度 H20 年度 H21 年度 

 
主な議題 

 
 

※ 

(以後継続)

と記載した

項目は翌年

度以降省略 

 
◎ 検討会議の運営に関する議論 
 ○ 検討課題についての提案 
 ○ 分科会の設置と運営方法について  
    
◎ 測量・調査・設計業の実態把握 
 ○ 実態調査の検討と実施、結果取りまとめ 
 
◎ 入札制度関係 
 ○ 自ら積算方式の試行開始 
 
◎ 総合評価落札方式の検討 
 ○ 技術提案Ⅱ型の導入 
 ○ 評価項目の見直し（以後継続） 
 
◎ 主な意見・要望等 
 ○ 入札制度の改善（くじ引き） 
 ○ 失格基準の引き上げ 
 ○ 総合評価落札方式の適用範囲等の改善 
 ○ 再委託の制限の徹底 
 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 失格基準を 80～85%変動制 

（全者平均）に改定（H21.10 から） 
 ○ 入札参加資格要件の見直し 
 ○ 総合評価落札方式の適用方針明確化 
 ○ 自ら積算方式の全面施行 
 
◎再委託の制限 
 ○ 再委託の判断基準の策定 
 
◎ 主な意見・要望等 
 ○ 失格基準の引き上げ 
 ○ 適正な成績評定の採点 

 
開催年度 H22 年度 H23 年度 

 
主な議題 

 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 若手技術者を評価する制度の検討 
 ○ 技術者の資格を厳格に求める制度 
 ○ 公契約条例 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 若手技術者育成施策 
 ○ 建設部（公共事業）の広報 
 
◎ 主な意見・要望等 
 ○ 地域要件 
 ○ 技術者要件 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 建設企業の将来のあり方について 
 ○ 公契約のあり方について 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 若手技術者所長表彰 
 ○ 高校での実習教育 
 ○ 公共事業の広報、東日本大震災の教訓 
 
◎ 生産性の向上 
 ○ 情報化施工 
 
◎ 危機管理体制 
 ○ 県北部地震での課題を活かした体制 
 
◎ 品質確保 
 ○ 成果品の品質に係るｱﾝｹｰﾄの実施・結果 
 
◎ 主な意見・要望 
 ○ 若手技術者の確保（普通高校や親への PR） 
 ○ 災害当番の 4 ﾌﾞﾛｯｸ制採用 
 ○ 三者協議の積極的な活用 
 

 
開催年度 H24 年度 H25 年度 

 
主な議題 

 

 
◎ 「長野県が行う契約」の基本的考え方 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 若手技術者所長表彰 
 ○ 建設系学科高校生の就労促進 
 ○ 社会保険未加入対策 
  ○ 若手技術者に関するｱﾝｹｰﾄ調査の検討 
 
◎ 危機管理体制 
 ○ ５団体との災害協定締結に向けた検討 
 
◎ 主な意見・要望等 
 ○ 失格基準の引き上げ 
 ○ 若手技術者所長表彰のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与 
 ○ 総合評価落札方式における 

国優良技術者表彰の加点 
 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 失格基準見直し検討案提示 

（75%未満応札者を算定から除外） 
 
◎ 長野県の契約に関する条例案 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 若手技術者所長表彰 
 ○ 建設系学科高校生の就労促進 
 
◎ 主な意見・要望等 
 ○ 失格基準の引き上げ 
 ○ 若手技術者所長表彰を 

地方事務所発注業務へも拡大要望 
 ○ 総合評価落札方式の実施率改善 
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開催年度 H26 年度 H27 年度 

 
主な議題 

 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 測量業務の入札参加要件見直し 
 ○ 入札参加資格要件に社会保険加入を追加 
 ○ 業種毎の成績点での総合評価落札方式 
 
◎ 積算関係 
 ○ 公共工事設計労務単価等の改定 

（全 20 職種平均+4.7%） 
 
◎ 長野県の契約に関する条例 
 ○ 契約に関する取組方針 
 
◎ 担い手の確保・育成 

○ 若手技術者所長表彰 
 ○ 建設系学科高校生の就労促進 
 

 
◎ 経営安定と労働環境の整備を 

一体に進める取組 
 

◎ 入札制度関係 
 ○ 電子入札完全実施 
 ○ 入札回数の見直し 
 ○ 女性の活躍に配慮した入札制度の検討 
 ○ 災害時緊急体制を評価する 

総合評価の試行 
 
◎ 積算関係 
 ○ 数量算出要領の改定 
 ○ 施工パッケージ型積算方式 
 ○ 設計変更ガイドラインの導入 
 
◎ 品質確保 
 ○工事施工三者協議実施要領の改定 
 
◎ 生産性の向上 
 ○ きめ細かな平準化対策 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 若手技術者所長表彰 
 ○ 建設系学科高校生の就労促進 
 ○ 担当した技術者の名前を刻もうﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
 

 
開催年度 H28 年度 H29 年度 

 
主な議題 

 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 失格基準を 85～90%に引き上げ 

（H28.4 から） 
 ○ 若手技術者の配置を評価する 

総合評価落札方式 
 ○ 総合評価における 

継続学習 CPD の評価期間の見直し 
 
◎ 積算関係 
 ○ 森林整備保全事業の積算要領 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 建設系学科高校生の就労促進、 

高校生 DIY ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
 ○ 担当した技術者の名前を刻もうﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
 

 
◎ 入札制度関係 
 ○ 総合評価簡易Ⅱ型導入 
 ○ 失格基準価格引き上げに関する 

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査 
 
◎ 品質確保 
 ○ 品質に関するｱﾝｹｰﾄ分析と 

品質向上のための方策 
 
◎ 危機管理関係 
 ○ 災害時における 

災害緊急調査に関する協定 
 ○ 災害時における 

住宅相談の実施に関する協定 
 
◎ 次期総合５か年計画 
 
◎ 担い手の確保・育成 
 ○ 建設系学科高校生の就労促進、 

高校生 DIY ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
 ○ 優良技術者表彰の若手部門創設 
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■「地域を支える調査・設計業」検討会議 全体会議 出席者一覧 

 

開催年度

年月日

回

測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫

副会長 島村 武 副会長 島村 武 副会長 島村 武 副会長 島村 武 副会長 島村 武 副会長 島村 武

理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明

委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 建ｺﾝ 会長 山本 和明 委員 峯村 茂

建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 建ｺﾝ 会長 山本 和明

幹事 井出 一彦 幹事 井出 一彦 幹事 井出 一彦 幹事 井出 一彦 副会長 小松 邦憲 幹事 井出 一彦

補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男

副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一

副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好

長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮

岩本 康男 岩本 康男 岩本 康男 岩本 康男 岩本 康男

技術管理室 室長 手塚 秀光 技術管理室 室長 手塚 秀光 技術管理室 室長 手塚 秀光 技術管理室 室長 手塚 秀光 技術管理室 室長 手塚 秀光 技術管理室 室長 手塚 秀光

主任

専門指導員 中山 茂
主任

専門指導員 中山 茂
主任

専門指導員 中山 茂
主任

専門指導員 中山 茂
主任

専門指導員 中山 茂
主任

専門指導員 中山 茂

課長補佐 轟 明雄 課長補佐 轟 明雄 課長補佐 轟 明雄 課長補佐 轟 明雄 課長補佐 轟 明雄 課長補佐 轟 明雄

副主任

専門指導員 城下 賢美
副主任

専門指導員 城下 賢美
副主任

専門指導員 城下 賢美
副主任

専門指導員 城下 賢美
副主任

専門指導員 城下 賢美
副主任

専門指導員 城下 賢美

油井 均 油井 均 田下 昌志 油井 均 油井 均 油井 均

田下 昌志 田下 昌志 農地整備課 専門指導員 丸山 茂春 田下 昌志 田下 昌志 田下 昌志

農地整備課 専門指導員 丸山 茂春 農地整備課 専門指導員 丸山 茂春 森林政策課 技師 澤口 太介 農地整備課 専門指導員 丸山 茂春 農地整備課 専門指導員 丸山 茂春 農地整備課 専門指導員 丸山 茂春

森林政策課
副主任

専門指導員
望月 真治 森林政策課 技師 澤口 太介 検査課

主任

工事検査員
野本 幸男 森林政策課 技師 澤口 太介 森林政策課 技師 澤口 太介

検査課
主任

工事検査員
野本 幸男 検査課

主任

工事検査員
野本 幸男 検査課

主任

工事検査員
野本 幸男

測協
常務理事兼

事務局長
駒村 孝 測協

常務理事兼

事務局長
駒村 孝 測協

常務理事兼

事務局長
駒村 孝 測協 書記 堀内 信子 測協

常務理事兼

事務局長
駒村 孝 測協

常務理事兼

事務局長
駒村 孝

書記 堀内 信子 書記 堀内 信子 書記 堀内 信子 書記 堀内 信子 書記 堀内 信子

技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀

専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康

主査 正村 信一 主査 正村 信一 主査 正村 信一 主査 正村 信一 主査 正村 信一 主査 正村 信一

開催年度

年月日

回

測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 小山 弘倫 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明

副会長 島村 武 副会長 島村 武 副会長 島村 武 副会長 溝口 實 副会長 溝口 實

理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明 理事 佐藤 芳明 副会長 下里 守 副会長 下里 守

委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 理事 柳沢 洋一 理事 柳沢 洋一

建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 委員 島村 武 委員 島村 武

幹事 井出 一彦 幹事 井出 一彦 補償ｺﾝ 副会長 小松 邦憲 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明

補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 井出 一彦 副会長 井出 一彦

副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲 副会長 本郷 晴好 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 事協 会長 新井 典夫 副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲

副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 児野 登 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一

事協 会長 新井 典夫 副会長 本郷 晴好 事協 会長 新井 典夫

事協 会長 新井 典夫 副会長 児野 登 事協 会長 新井 典夫 副会長 児野 登

副会長 児野 登 副会長 児野 登

事務局長 北城 守

長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮

岩本 康男 岩本 康男 岩本 康男 岩本 康男

建設部 建設技監 堀内 秀 建設部 建設技監 堀内 秀 建設部 建設技監 堀内 秀 建設部 建設技監 堀内 秀 建設部 建設技監 堀内 秀

技術管理室 室長 小林 康成 技術管理室 室長 小林 康成 技術管理室 室長 小林 康成 技術管理室 室長 波間 寛 技術管理室 室長 波間 寛

主任

専門指導員
中山 茂 課長補佐 新井 信治

主任

専門指導員
中山 茂

副主任

専門指導員
油井 均

副主任

専門指導員
油井 均

課長補佐 新井 信治
副主任

専門指導員 丸山 義廣 課長補佐 新井 信治 課長補佐 新井 信治 課長補佐 新井 信治

副主任

専門指導員 丸山 義廣 田下 昌志
副主任

専門指導員 丸山 義廣
副主任

専門指導員 丸山 義廣
副主任

専門指導員 丸山 義廣

油井 均 建築指導課
主任

専門指導員 竹前 俊雄 油井 均 米倉 剛 米倉 剛

田下 昌志 農地整備課 専門指導員 小林 照男 田下 昌志 中田 英郎 中田 英郎

農地整備課 専門指導員 小林 照男 森林政策課 主任 澤口 太介 建築指導課
主任

専門指導員 竹前 俊雄 花岡 成芳 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 藤沢 正孝

森林政策課 主任 澤口 太介 農地整備課 専門指導員 小林 照男 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 藤沢 正孝 建築指導課
主任

専門指導員 竹前 俊雄

検査課
主任

工事検査員 野本 幸男 森林政策課 主任 澤口 太介 建築指導課
主任

専門指導員 竹前 俊雄 農地整備課 専門指導員 小林 照男

検査課
主任

工事検査員 野本 幸男 農地整備課 専門指導員 小林 照男 森林政策課 主任 山﨑 昭典

建築指導課
主任

専門指導員 竹前 俊雄 森林政策課 主任 山﨑 昭典 検査課
主任

工事検査員 清水 孝二

検査課
主任

工事検査員 清水 孝二

測協
常務理事兼

事務局長 駒村 孝 測協
常務理事兼

事務局長 駒村 孝 測協
常務理事兼

事務局長 駒村 孝 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治

事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守

技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 猿田 吉秀 技術管理室
副主任

専門指導員 田下 昌志 技術管理室
副主任

専門指導員 田下 昌志

専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康 専門指導員 北村 浩康 専門指導員 小林 崇男 専門指導員 小林 崇男

主任 増田 謙二 主任 増田 謙二 主任 増田 謙二 主任 増田 謙二 主任 増田 謙二

経営コンサルタント

･中小企業診断士

【ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ】

経営コンサルタント

･中小企業診断士

経営コンサルタント

･中小企業診断士

経営コンサルタント

･中小企業診断士

経営コンサルタント

･中小企業診断士

経営コンサルタント

･中小企業診断士

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

長野県

事務局

第7回 第8回 第9回 第10回 第11回

H21年度 H22年度

H21.7.6 H21.9.15 H22.3.10 H22.7.7 H23.2.14

経営コンサルタント

･中小企業診断士

経営コンサルタント

･中小企業診断士

経営コンサルタント

･中小企業診断士

H20年度

H20.12.18H20.5.8 H20.7.25 H20.8.20 H20.10.28 H21.2.20

【ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ】

委託関係
団体

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

長野県

事務局

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

委託関係
団体
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開催年度

年月日

回

測協 副会長 溝口 實 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明

副会長 下里 守 副会長 溝口 實 副会長 溝口 實 副会長 溝口 實 副会長 溝口 實 副会長 溝口 實

理事 柳沢 洋一 副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 下里 守

委員 島村 武 理事 柳沢 洋一 委員 島村 武 理事 柳沢 洋一 理事 柳沢 洋一 理事 柳沢 洋一

建ｺﾝ 会長 山本 和明 委員 島村 武 建ｺﾝ 会長 山本 和明 委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 委員 峯村 茂

副会長 井出 一彦 建ｺﾝ 会長 山本 和明 副会長 井出 一彦 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明

補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 副会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 副会長 井出 一彦 副会長 井出 一彦 副会長 井出 一彦

副会長 小松 邦憲 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 副会長 小松 邦憲 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 小松 邦憲 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲

副会長 本郷 晴好 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 本郷 晴好 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一

事協 会長 新井 典夫 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好

副会長 児野 登 事協 会長 新井 典夫 事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平

副会長 児野 登 副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎

長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮

岩本 康男

建設部 建設技監 北村 勉 建設部 建設技監 北村 勉 建設部 建設技監 北村 勉 建設政策課 課長 土屋 嘉宏 建設政策課 課長 土屋 嘉宏 建設政策課 課長 土屋 嘉宏

技術管理室 室長 波間 寛 技術管理室 室長 波間 寛 技術管理室 室長 波間 寛 技術管理室 室長 宮原 宣明 技術管理室 室長 宮原 宣明 技術管理室 室長 宮原 宣明

主任

専門指導員 西元 宏任
主任

専門指導員 西元 宏任
主任

専門指導員 西元 宏任
主任

専門指導員 西元 宏任
主任

専門指導員 西元 宏任
主任

専門指導員 西元 宏任

課長補佐 黒川 進 課長補佐 黒川 進 課長補佐 黒川 進 課長補佐 黒川 進 課長補佐 黒川 進 課長補佐 黒川 進

副主任

専門指導員 関 克浩
副主任

専門指導員 関 克浩
副主任

専門指導員 関 克浩
副主任

専門指導員 関 克浩
副主任

専門指導員 関 克浩
副主任

専門指導員 関 克浩

米倉 剛 米倉 剛 米倉 剛 石坂 文彦 石坂 文彦 石坂 文彦

中田 英郎 中田 英郎 中田 英郎 石田 良成 石田 良成 石田 良成

建設政策課
課長補佐兼

用地係長
藤沢 正孝 専門指導員 小山 浩之 専門指導員 小山 浩之 専門指導員 小山 浩之 専門指導員 小山 浩之 建設政策課

課長補佐兼

用地係長
松倉 義明

建築指導課
主任

専門指導員
島田 修吉 建設政策課

課長補佐兼

用地係長
藤沢 正孝 建設政策課

課長補佐兼

用地係長
藤沢 正孝 建設政策課

課長補佐兼

用地係長
松倉 義明 建設政策課

課長補佐兼

用地係長
松倉 義明 建築指導課

主任

専門指導員
島方 伸一

農地整備課 専門指導員 松川 敦 建築指導課
主任

専門指導員
島田 修吉 建築指導課

主任

専門指導員
島田 修吉 建築指導課

主任

専門指導員
島方 伸一 建築指導課

主任

専門指導員
島方 伸一 農地整備課 専門指導員 松川 敦

森林政策課 主任 山﨑 昭典 農地整備課 専門指導員 松川 敦 農地整備課 専門指導員 松川 敦 森林政策課 主任 山﨑 昭典 農地整備課 専門指導員 松川 敦 森林政策課
主任

専門指導員
佐藤 公男

検査課
主任

工事検査員
清水 孝二 森林政策課 主任 山﨑 昭典 森林政策課 主任 山﨑 昭典 検査課

主任

工事検査員
小林 敏昭 森林政策課

主任

専門指導員
佐藤 公男

検査課
主任

工事検査員
清水 孝二 検査課

主任

工事検査員
清水 孝二 検査課

主任

工事検査員
小林 敏昭

測協
常務理事兼

事務局長
錢坂 治 測協

常務理事兼

事務局長
錢坂 治 測協

常務理事兼

事務局長
錢坂 治 測協

常務理事兼

事務局長
錢坂 治 測協

常務理事兼

事務局長
錢坂 治

事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守

技術管理室
副主任

専門指導員 田下 昌志 技術管理室
副主任

専門指導員 田下 昌志 技術管理室
副主任

専門指導員 田下 昌志 技術管理室
副主任

専門指導員 小松 誠司 技術管理室
副主任

専門指導員 小松 誠司 技術管理室
副主任

専門指導員 小松 誠司

専門指導員 茅野 秀子 専門指導員 茅野 秀子 専門指導員 茅野 秀子 専門指導員 小原 徹 専門指導員 小原 徹 専門指導員 小原 徹

主査 増田 謙二 主査 増田 謙二 主査 増田 謙二 主査 羽生田 博文 主査 羽生田 博文 主査 羽生田 博文

開催年度

年月日

回

測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明

副会長 溝口 實 副会長 溝口 實 副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 下里 守

副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照

理事 柳沢 洋一 理事 柳沢 洋一 理事 井戸 和則 理事 井戸 和則 理事 井戸 和則

委員 峯村 茂 委員 峯村 茂 理事 上原 康夫 理事 上原 康夫 理事 上原 康夫

建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 理事 田中 洋治

副会長 井出 一彦 副会長 井出 一彦 副会長 平林 正守 副会長 平林 正守 建ｺﾝ 会長 山本 和明

補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 増沢 延男 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 副会長 平林 正守

副会長 小松 邦憲 副会長 小松 邦憲 副会長 内田 哲郎 副会長 内田 哲郎 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 内田 哲郎

副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一

事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平 副会長 本郷 晴好

副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎 事協 会長 池田 修平

副会長 小河 節郎

長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 副校長 永藤 壽宮 長野高専 副校長 永藤 壽宮

建設部 建設技監 小林 康成 建設部 建設技監 小林 康成 技術管理室 室長 丸山 義廣 建設部 建設技監 油井 均 建設部 建設技監 油井 均

技術管理室 室長 西元 宏任 技術管理室 室長 西元 宏任
主任

専門指導員
矢花 久則 技術管理室 室長 丸山 義廣 技術管理室 室長 丸山 義廣

主任

専門指導員
丸山 義廣

主任

専門指導員
丸山 義廣 課長補佐 柳沢 秀信

主任

専門指導員
矢花 久則

主任

専門指導員
矢花 久則

課長補佐 樽田 宏 課長補佐 樽田 宏
副主任

専門指導員 岩垂 宏明 課長補佐 柳沢 秀信 課長補佐 柳沢 秀信

副主任

専門指導員 石坂 文彦
副主任

専門指導員 石坂 文彦 藤本 済
副主任

専門指導員 岩垂 宏明
副主任

専門指導員 岩垂 宏明

藤本 済 藤本 済 和田 一彦 藤本 済 藤本 済

石田 良成 石田 良成 向山 繁幸 和田 一彦 和田 一彦

向山 繁幸 向山 繁幸 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 油井 賢治 向山 繁幸 向山 繁幸

川上 学 川上 学 建築住宅課
主任

専門指導員
長谷部 昭夫 建設政策課

課長補佐兼

用地係長 油井 賢治 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 油井 賢治

建設政策課
課長補佐兼

用地係長 松倉 義明 建築指導課
主任

専門指導員 島方 伸一 農地整備課
主任

専門指導員 高橋 隆 建築住宅課
主任

専門指導員
長谷部 昭夫 建築住宅課

主任

専門指導員
長谷部 昭夫

建築指導課
主任

専門指導員 島方 伸一 農地整備課
主任

専門指導員 高橋 隆 森林政策課
主任

専門指導員 比田井 章 農地整備課 主査 原田 佳幸 農地整備課
主任

専門指導員 高橋 隆

農地整備課
主任

専門指導員 高橋 隆 森林政策課
主任

専門指導員 佐藤 公男 契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人 森林政策課
主任

専門指導員 比田井 章 森林政策課 専門指導員 窪田 達央

森林政策課
主任

専門指導員 佐藤 公男 検査課
主任

工事検査員
塩野入 宗義

主任

工事検査員 伊藤 利広 契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人 契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人

検査課
主任

工事検査員
塩野入 宗義

主任

工事検査員 伊藤 利広
主任

工事検査員 伊藤 利広

測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治

事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守

技術管理室
副主任

専門指導員 小松 誠司 技術管理室
副主任

専門指導員 小松 誠司 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊

専門指導員 小原 徹 専門指導員 小原 徹 専門指導員 小原 徹 専門指導員 小原 徹 専門指導員 小原 徹

主査 羽生田 博文 主査 羽生田 博文 主査 羽生田 博文 主査 羽生田 博文 主査 羽生田 博文

第13回第12回 第14回 第15回 第16回 第17回

H23年度 H24年度

H25.3.21H23.7.8 H23.12.16 H24.3.14 H24.7.17 H24.12.18

H25年度

第18回 第19回

長野県

事務局

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

委託関係
団体

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

長野県

事務局

委託関係
団体

経営コンサルタント

･中小企業診断士

第20回 第21回 第22回

H26年度

H25.7.10 H25.12.26 H26.7.31 H26.12.18 H27.3.11
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開催年度

年月日

回

測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明

副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 下里 守 副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照

副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照 副会長 吉竹 行仁 副会長 吉竹 行仁

理事 井戸 和則 理事 井戸 和則 理事 井戸 和則 理事 唐木 暢彦 理事 唐木 暢彦

理事 上原 康夫 理事 上原 康夫 理事 上原 康夫 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明

理事 田中 洋治 理事 田中 洋治 理事 田中 洋治 副会長 平林 正守 副会長 平林 正守

建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦

副会長 平林 正守 副会長 平林 正守 副会長 平林 正守 副会長 内田 哲郎 副会長 内田 哲郎

補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一

副会長 内田 哲郎 副会長 内田 哲郎 副会長 内田 哲郎 副会長 阿部 弘喜 副会長 阿部 弘喜

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 事協 会長 小河 節郎 事協 会長 小河 節郎

副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 副会長 本郷 晴好 常任理事 伊藤 公績 常任理事 伊藤 公績

事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平 事協 会長 池田 修平

副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎 副会長 小河 節郎

長野高専 副校長 永藤 壽宮 長野高専 副校長 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮

建設部 建設技監 油井 均 建設部 建設技監 油井 均 建設部 建設技監 油井 均 建設部 建設技監 油井 均 建設部 建設技監 油井 均

技術管理室 室長 田下 昌志 技術管理室 室長 田下 昌志 技術管理室 室長 田下 昌志 技術管理室 室長 猿田 吉秀 技術管理室 室長 猿田 吉秀

主任

専門指導員 矢花 久則
主任

専門指導員 矢花 久則
主任

専門指導員 矢花 久則
主任

専門指導員 矢花 久則
主任

専門指導員 矢花 久則

企画幹兼

課長補佐
柳沢 秀信

企画幹兼

課長補佐
柳沢 秀信

企画幹兼

課長補佐
柳沢 秀信

企画幹兼

課長補佐
柳澤 敦夫

企画幹兼

課長補佐
柳澤 敦夫

副主任

専門指導員 岩垂 宏明
副主任

専門指導員 岩垂 宏明
副主任

専門指導員 岩垂 宏明
副主任

専門指導員 荻窪 孝
副主任

専門指導員 荻窪 孝

足立 修 足立 修 足立 修 足立 修 足立 修

峯村 和夫 峯村 和夫 峯村 和夫 峯村 和夫 峯村 和夫

向山 繁幸 向山 繁幸 向山 繁幸 西山 広一 西山 広一

建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一

建築住宅課
主任

専門指導員
長谷部 昭夫 建築住宅課

主任

専門指導員
長谷部 昭夫 道路管理課

課長補佐兼

維持舗装係長 山崎 直人 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 山崎 直人 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 山崎 直人

農地整備課
主任

専門指導員 高橋 隆 農地整備課
主任

専門指導員 高橋 隆 建築住宅課
主任

専門指導員
長谷部 昭夫 建築住宅課

主任

専門指導員 川島 聡 建築住宅課
主任

専門指導員 川島 聡

森林政策課
主任

専門指導員
比田井 章 森林政策課

主任

専門指導員
比田井 章 農地整備課

主任

専門指導員
高橋 隆 森林政策課

主任

契約指導員
加藤 邦武 農地整備課

主任

専門指導員
太田 雅司

契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人 契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人 森林政策課
主任

専門指導員 比田井 章 契約・検査課
主任

工事検査員 南澤 公人 森林政策課
主任

専門指導員 加藤 邦武

主任

工事検査員 伊藤 利広
主任

工事検査員 伊藤 利広 契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人 契約・検査課
主任

契約指導員 南澤 公人

総合政策課 課長補佐 小池 広益
主任

工事検査員 伊藤 利広
主任

工事検査員 関 一規

測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治

事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守 事協 事務局長 北城 守

技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊 技術管理室
副主任

専門指導員 坂口 一俊

専門指導員 山崎 貢 専門指導員 山崎 貢 専門指導員 山崎 貢 主査 松澤 昭典 主査 松澤 昭典

主査 宮坂 勲 主査 宮坂 勲 主査 宮坂 勲 主任 清水 克俊 主任 清水 克俊

開催年度

年月日

回

測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明 測協 会長 佐藤 芳明

副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照 副会長 山本 芳照 副会長 吉竹 行仁 副会長 吉竹 行仁 副会長 吉竹 行仁

副会長 吉竹 行仁 副会長 吉竹 行仁 副会長 吉竹 行仁 副会長 小山 忠孝 理事 駒村 信夫 副会長 小山 忠孝

理事 唐木 暢彦 理事 唐木 暢彦 理事 唐木 暢彦 理事 駒村 信夫 建ｺﾝ 会長 中嶋 孝満 理事 駒村 信夫

建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 山本 和明 建ｺﾝ 会長 中嶋 孝満 副会長 坪井 利幸 建ｺﾝ 会長 中嶋 孝満

副会長 平林 正守 副会長 平林 正守 副会長 平林 正守 副会長 坪井 利幸 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 副会長 坪井 利幸

補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦 理事 北原 勝美 補償ｺﾝ 会長 井出 一彦

副会長 内田 哲郎 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 内田 哲郎 理事 北原 勝美 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 理事 北原 勝美

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 副会長 阿部 弘喜 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一 事協 会長 小河 節郎 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 会長 美谷島 寿一

事協 会長 小河 節郎 事協 会長 小河 節郎 副会長 阿部 弘喜 事協 会長 小河 節郎 常任理事 伊藤 公績 副会長 阿部 弘喜

常任理事 伊藤 公績 常任理事 伊藤 公績 事協 会長 小河 節郎 常任理事 伊藤 公績 事協 会長 小河 節郎

常任理事 伊藤 公績

長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮 長野高専 教授 永藤 壽宮

建設部 建設技監 長谷川 朋弘 建設部 建設技監 長谷川 朋弘 建設部 建設技監 長谷川 朋弘 建設部 建設技監 臼田 敦 建設部 建設技監 臼田 敦 建設部 建設技監 臼田 敦

技術管理室 室長 猿田 吉秀 技術管理室 室長 猿田 吉秀 技術管理室 室長 猿田 吉秀 技術管理室 室長 藤本 済 技術管理室 室長 藤本 済 技術管理室 室長 藤本 済

副主任

専門指導員 荻窪 孝
主任

専門指導員 藤本 済
主任

専門指導員 藤本 済
主任

専門指導員 青木 謙通
主任

専門指導員 青木 謙通
主任

専門指導員 青木 謙通

江守 護
企画幹兼

課長補佐
柳澤 敦夫

企画幹兼

課長補佐
柳澤 敦夫

企画幹兼

課長補佐
堀内 光晴

企画幹兼

課長補佐
堀内 光晴

副主任

専門指導員
土屋 博幸

建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一
副主任

専門指導員 荻窪 孝
副主任

専門指導員 荻窪 孝
副主任

専門指導員 土屋 博幸
副主任

専門指導員 土屋 博幸 玉川 博之

道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 井出 圭一 足立 修 足立 修 玉川 博之 玉川 博之 江守 護

建築住宅課
副主任

専門指導員 美谷島 淳 西山 広一 西山 広一 江守 護 江守 護 吉川 英昭

農地整備課
主任

専門指導員 花岡 成芳 江守 護 江守 護 吉川 英昭 吉川 英昭 萩原 淳

森林政策課
主任

専門指導員 加藤 邦武 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 萩原 淳 萩原 淳 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 井出 圭一

契約・検査課
主任

契約指導員 濱 智裕 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 井出 圭一 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 井出 圭一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建設政策課
課長補佐兼

用地係長 池田 恵一 建築住宅課
副主任

専門指導員 美谷島 淳

主任

工事検査員 関 一規 農地整備課
主任

専門指導員 花岡 成芳 建築住宅課
副主任

専門指導員 美谷島 淳 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 井出 圭一 道路管理課
課長補佐兼

維持舗装係長 井出 圭一 農地整備課
主任

専門指導員 花岡 成芳

森林政策課
主任

専門指導員
加藤 邦武 農地整備課

主任

専門指導員
花岡 成芳 農地整備課

主任

専門指導員
花岡 成芳 建築住宅課

副主任

専門指導員
美谷島 淳 森林政策課

主任

専門指導員
向山 繁幸

契約・検査課
主任

契約指導員 濱 智裕 森林政策課 専門指導員 吉山 芳幸 森林政策課
主任

専門指導員 向山 繁幸 農地整備課
主任

専門指導員 花岡 成芳 契約・検査課
主任

契約指導員 濱 智裕

主任

工事検査員 関 一規 契約・検査課
主任

契約指導員 濱 智裕 契約・検査課
主任

契約指導員 濱 智裕 森林政策課
主任

専門指導員 向山 繁幸
主任

工事検査員 前田 英己

主任

工事検査員 関 一規
主任

工事検査員 前田 英己 契約・検査課
主任

契約指導員 濱 智裕 水道事業課
企画幹兼

技術管理係長 関 一規

水道事業課
企画幹兼

技術管理係長 関 一規
主任

工事検査員 前田 英己

水道事業課
企画幹兼

技術管理係長 関 一規

測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治 測協
常務理事兼

事務局長 錢坂 治

事協 事務局長 春日 泰智 事協 事務局長 春日 泰智 事協 事務局長 春日 泰智 事協 事務局長 春日 泰智 事協 事務局長 春日 泰智 事協 事務局長 春日 泰智

技術管理室
副主任

専門指導員 増澤 邦彦 技術管理室
副主任

専門指導員 増澤 邦彦 技術管理室
副主任

専門指導員 増澤 邦彦 技術管理室
副主任

専門指導員 増澤 邦彦 技術管理室
副主任

専門指導員 増澤 邦彦 技術管理室
副主任

専門指導員 増澤 邦彦

主査 泉 尚武 主査 泉 尚武 主査 泉 尚武 主査 泉 尚武 主査 泉 尚武 主査 泉 尚武

主査 松澤 昭典 主査 松澤 昭典 主査 松澤 昭典 主査 松澤 昭典 主査 松澤 昭典 主査 松澤 昭典

H27年度 H28年度

H27.7.21 H27.12.17 H28.3.11 H28.7.21 H29.3.16

第23回 第24回 第25回 第26回 第27回

委託関係
団体

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

H29年度 H30年度

長野県

事務局

H30.3.14 H30.7.23 H30.12.26 H31.3.13H29.7.25 H29.12.21

第30回 第31回 第32回 第33回

委託関係
団体

第28回 第29回

長野県

事務局

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
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　　【凡例】

　　　　測協 ：一般社団法人　長野県測量設計業協会

　　　　建コン ：一般社団法人　建設コンサルタンツ協会　関東支部　長野地域委員会

　　　　補償コン ：一般社団法人　日本補償コンサルタント協会　関東支部　長野県部会

　　　　ボーリング ：長野県地質ボーリング業協会

　　　　事協 ：一般社団法人　長野県建築士事務所協会

　　　　長野高専 ：独立行政法人 国立高等専門学校機構 長野工業高等専門学校
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長野県就業促進・働き方改革推進方針（建設分野）と 19 の取組 

 

（平成 30 年度長野県就業促進・働き方改革戦略会議 建設分野会議の成果） 
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長野県就業促進・働き方改革推進方針（産業分野別編） 

 

産業分野 建設 

 

【現状】 

○ 長野県の建設業許可業者数（建設総合統計年度報による）、建設業就業者数（国勢調査

による）は長期的に減少。平成 17年度の建設業者数 9,918 者、建設業就業者数 101,132

人から平成 27 年度は同じく 7,834 者、80,559 人と、10年間で約２割の減。 

○ 若手比率の低下と高年齢化の進行。長野県の建設業従事者 80,559 人（平成 27 年度）の

うち 29 歳以下の若手は 7,407 人で１割に満たないのに対し、60 歳以上は 23,600 人で

約３割を占めている。今後、高年齢者の退職による深刻な担い手不足や、専門的技術の

継承困難が想定される。 

○ 建設投資額（全国）は、バブル後大きく減少し、平成 24 年度には平成７年度の約３割

にまで落ち込んだが、平成 25 年度からやや回復して漸増しつつ現在は約４割まで戻し

ている。経営が厳しい中、各企業においては若手人材を育成する余裕を失っている。 

○ 長野県の新規高等学校卒業者の建設業求人数は、平成 24 年度以降、大幅に増加し、平

成 29 年度は 900 人を超えているが、就職内定者数は平成 27 年度以降減少傾向。（平成

27 年度 315 名 → 平成 29 年度 227 人） 

○ 県内の平成 26 年３月新規高等学校卒業者の入職後３年目の離職率は、全産業平均が

40.5%であるのに対して建設業は 46.0％と高水準。（長野労働局調べ） 

○ 長野県では、平成 23 年度から建設系学科高校生等を対象とした実習教育を建設産業団

体との協働により取り組み、平成29年度では13の高校から延べ1,882人の生徒が参加。 

○ 長野県の建設産業における労働災害は、平成 29年度の死傷者数が 254 人で平成 11 年度

（647 人）の約４割と年々低下傾向にあるものの、他産業に比べ依然として高い状況。 

 

【課題】旧３Ｋ（きつい、きたない、きけん）から新３Ｋ（給与、休暇、希望）へ 

（１）建設産業に対する更なる認知度の向上 

建設系学科の高校生だけでなく、普通科の高校生、小・中学校の児童・生徒やその保

護者、さらに女性などへの幅広いＰＲ。 
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（２）建設人材の県外流出の防止と県外からの確保 

一度県外に進学、就職した学生・社会人のＵターンや、住みたくなる本県の魅力発信

強化によるＩターンなど、県外からの人材確保。 

（３）建設産業の持続的経営安定と労働環境の更なる改善 

地域の安全・安心を守る建設産業の持続的な経営の安定。 

週休２日制の定着、長時間労働の解消、職場の安全環境の向上など、若年者や女性な

どにも働きやすい職場づくり。 

適正な賃金水準の確保、社会保険等の加入徹底などによる処遇の改善と地位の向上。  

（４）若手人材の育成と技術継承 

   人材育成と技術継承を行う場と機会の確保。 

（５）ＩＣＴ等を活用した建設産業の生産性向上と更なるスキル向上 

人口減少に伴う労働人口の減少に対応するための生産性向上が必要。また、ＩＣＴ等

先端技術に対応するため、建設技術者のスキル向上が必要。 

 

【施策の方向性】 

① 建設産業の理解促進と多様な人材の活用 

【取組】 

○ 小・中学生及びその保護者や建設産業への就労を検討している求職者を対象とした出前

講座や現場見学会の開催。 

○ 普通高校の教員・生徒と建設業界がつながる機会の確保。 

○ 長野県出身で県外に進学した学生、特に建設系学科卒業生に対して、メールマガジン等

の配信によるＵターン促進。 

○ 建設系学科高校生を対象とした官民連携による就労促進事業や資格取得支援の継続実

施。 

○ 女性技術者のネットワークづくりの支援や、建設産業団体と建設系学科高校が連携した

ものづくり女子ミーティングの実施等により建設系学科高校の女子生徒増加を促進。 

○ 各関係機関の支援施策の有効活用による高齢者、障がい者の就労促進。 

○ 建設産業入職への道筋や入職後のキャリアアップ事例の整理・情報発信。 

○ 建設キャリアアップシステムの活用推進。 

○ 週休２日を考慮した適正工期への県民理解を求める周知活動。 
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【施策の方向性】 

② 働きやすい・働きたくなる環境づくりと建設スキルアップへの支援 

【取組】 

○ 公共工事等における平準化の促進、並びに地域建設企業の経営安定に寄与する契約制度

の検討。 

○ 週休２日制促進のため、公共工事において週休２日が確保できる工期の設定をおこなう

とともに、増加経費を適正に計上。 

○ 若手育成と技術継承の観点から研修制度の拡充や優良技術者表彰制度等、運用改善。 

○ 建設現場の生産性向上として、３次元測量や３次元データを活用したＩＣＴ活用工事の

更なる推進など、新技術の活用を促進。 

○ 関係機関の支援施策の有効活用による資格取得の促進ならびにＩＴスキルの習得やテ

レワークが可能となる職場環境の整備。 

○ 最新の設計労務単価、資材等の実勢価格を適切に反映した建設工事等の予定価格設定。 

○ 建設工事における適正な賃金の支払いを評価する入札制度（総合評価落札方式）の試行。 

○ 入札参加資格申請者に社会保険等の加入を義務づけるとともに建設工事の１次下請負

業者を社会保険加入建設業者に限定するなど社会保険等の加入対策を推進。 

○ 過重労働防止対策とトータルメンタルヘルスケア対策の推進、適切な労務管理の実施に

係る指導。 

○ 建設工事現場等の環境改善や福利厚生の充実などによる若年者や女性が働きやすい魅

力ある職場づくりを推進。 

 

【施策の方向性】 

③ 関係機関との連携強化 

【取組】 

○ 関係機関の担い手確保・育成に関わる支援策を整理した情報を建設業界と共有し、支援

策活用の利便性向上を図る。 

○ 建設産業の事業承継に係る課題解決に向けた関係部局、関係機関との連携強化。 

○ 産・学・官の連携と適正な役割分担による施策の実行。 

○ 施策の検証と改善、新たな取組の検討を継続実施（ＰＤＣＡ）。 
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